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0. 序
本稿は，拙稿〔 1〕の続篇であって，同じ考えを他のデータに適用し，結果を
比較し，その意味を考えることが主な目的である1)。他のデータとは，〔 1〕が
製造業全体について集計された事業所に関する従業者規模別統計表を扱ったの
1)佐藤真人「戦後日本の製造業における労働分配率と雇用」関西大学『経済論集」第36
巻2・3・4号 (1986年1月）
原稿の最終段階で，酒井浚三氏（名古屋学院大学）の報告「貨金• 利潤の対立関係の論
証」（経済理論学会第36回大会）を聞く機会を得た。報告は，均等利潤率が成立しないよ
うな短期における（＝市場価格の下での）実質賃金率と各部門の利潤率の逆行関係の比
較静学による数学的証明である。その文脈で本稿のアイデアを説明すると，次の
とおり。両・変数が逆行関係をもつための重要な条件は，生産技術が進歩しないこと
である。他方，この条件は実際の経済との対応では， 景気上昇局面において，最も
充されそうにない条件でもある。では，兼気上昇局面では，労働者と資本家は共に喜
び，下降局面では共に悲しむ間柄にあるのだろうか。必ずしもそうではない。景気上
昇局面では実質賃金率の上昇にもかかわらず，生産性上昇によって搾取率が上昇する
だろうから。これを様々な次元において観察しようとするのが，本稿の目的である。
17 
536 関西大學「経清論集』第38巻第5号 (1989年 1月）
に対し，同じく事業所に関する資本金規模別，企業に関する従業者及び資本金
規模別統計表である 2)。
労働分配率(LSと表示）と対応させる変数としては，従業者数及びそれを加工
した変数のなかでも，もっぱら従業者数の変化率(GPと表示）に注目する。その
経済的意味と〔 1〕におけるテストの結果が，より明白であるから。
また，扱うデータが規模別にクラス分けされた時系列ということから生じる
クラス間移動による影密について見る。最後に，景気循環より長期における労
働分配率と雇用の関係も見る。これは，長期における関係は短期におけるそれ
と反対でありうるから，そうかどうかを見るためである凡
1. 経営組織（事業所と企業）による違い
事業所と企業の違いを見よう。まずは全体について（表 1)。表1-1より従
業者規模別にクラ．ス分けされた事業所の標本全体に関して，労働分配率と従業
者数増加率が反対方向へ変動していることが確かめられる叫（有意確率10形で，
2)いずれも，『工業統計表 企業編」 (1964-85年版，通産省調査統計部）より。比較の
ため，〔1〕のデータについても， 62年以降を利用した。
3)監塩信雄教授の指摘による。
4)表1の説明
1. 変数 (LS,GP)の変化の方向を表す変数を， 当該変数の前に 'S-D'をつけて表わ
し，その値，「上昇」，「不変」，「低下」を，記号 '+','O',,_, で表わした。例えば，
S-DLS='+'は LS(労働分配率）が上昇したこと， S-DGP='-'は， GP (従業
者数増加率）が低下したことを表わす。
2. FREQUENCY : 度数。
3. EXPECTED : 期待度数。 これは， 度数の分布に片寄りがない楊合の推定値。たと
えば， LSもGPも上昇した場合の期待度数は，
全体の度数xLSが上昇した度数 GPが上昇した度数全体の度数 X 全体の度数
で計算される。
4. DEVIATION=度数一期待度数
5. CELL CHI2= (期待度数一度数）2/期待度数
6. CHI-SQUARE: が値。 CELLCHI2の総和。
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表 1
1. 事業所（従業者規模別）
TABLE OF S_DGP BY S.DLS 
S_OGP S_OLS 
FRE● UENCYI 
EXPECTED I 
DEVIATION I 
CELL CH121 + I・I TOTAL --. ---•--------•---. ·-• 
● I 21 I 31 I 52 
I 26.0 I 26.0 I 
I -s.o I s.o I 
I. 961538 I. 961538 I 
---------•--------+-----·-·+ 
I 34 I 24 I SB 
I 29.0 I 29.0 I 
I 5.0 I -s.o I 
1.862069 1.862069 I 
---------t--------•--------• 
TOTAL SS SS 110 
STATISTICS FOR TABLE OF S_DGP BY・S_OLS 
STATISTIC OF VALUE PROB 
CHI-S● UARE 
COHTINUITV~DJ. CHI-S● UARE 
CONTIHGEHCY COEFFICIENT 
SAHPLE SIZE• 110 
2. 企業（従業者規模別）
J,647 0.056 
2,954・・・・・ 
0,179 
TABLE OF S.DOP BY S.DLS 
S.DOP S.OLS 
FREQUENCY I 
EXPECTED I 
DEVIATIONI 
CELL CH121● じ I TOTAL 
·········•········•········• 
+ I 251 261 SI 
I 23.9 I 27.1 I 
I 1.1 I•1.1 I 
I .OS423S I .Dヽ7689I 
....... ——+········+········+ 
• I 26 I 3Z I SB 
I 27.1 I 30.9 I 
I・1.1 I 1.1 I 
1.047689 1.041933 I 
・・・・・+・-・・・+・・・ ・・＋
TOTAL st 58 109 
STATISTICS FOR TABLE OF S_DOP BY S.DLS 
STATISTIC DF VALUE PROB 
CHI-SQUARE 
CONTINUITY ADJ. Clll•SQUAR< 
CONTINGENCY COEFFICIENT 
SAHPLE S'IZE• l09 
0,192 0,662 
0.060 0.806 
0,042 
7.PROB: 有意確率。度数分布に片寄りがないという帰無仮説を棄却する危険率，ある
いは帰無仮説の棄却が間違いである確率。
8. CONTINGENCY COEFICIENT : 分割係数。これは， ✓ X 2 
が＋観測値数
で計算さ
れ，度数分布の片寄りの指標。 0と1の間の値をとり， 1に近いほど度数分布の片寄
りが大きい。
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3. 事業所（資本金規模別）
TAOLE 01's_oor DY S.DLS 
S.DGI'S.Ol.S 
FRFOULNC¥'I 
nrcc1co 1 
OCVIAllONI 
CELI. Clll21+ I・I TOTAi. 
---·-···-•·-------,--------, 
+ I 251 251 50 
I 27,'4 I 22.6 I 
I・2.4 I 2.4 I 
1.210864 1.255728 I 
•--------•--------+ 
I 321 221 54 
I 29,6 I 24,4 I 
I 2.4 I・2,4 I 
1.195244 1.236785 I 
-········•········>··--··-·• 
TOTAL 57 47 104 
STATISTICS FOR TABLC OF 5-DGP DY S_OLS 
STATISTIC DF VAi.UC PROO 
CHI-SQUARE 
CONT!NUITV ADJ. CHI-SQUARE 
CONT!NGEHCV CO"FICIEN『
SAHPLE SIZE " 104. 
4. 企業（資本金規模別）
0.8'9 0.3'3 
0.564 o,, 
0,093 
TABLE 01'S.DGI'DY S.OLS 
s.oce s.OLs 
FREOUENCYI 
EXPEClEO I 
DLV!Al!ONI 
CELL Clll21> I・I TOTAL 
ロー-------•-----·---,--------, + I ,. I'6I 50 
I 27.81 22-21 
I -3.8 I 3.8 I 
I ,527138 I .661726 I 
•--------•--------• 
I 351 211 56 
I 31. 2 I 2',8 I 
I 3.8 I・3,8 I 
r .,70659. I .590827 I 
--------+-------•--------, 
TOTAL'9 47 106 
SIAl!ST!CS FOR !AOL(Of S_DGP BY S.DLS 
STATISTIC OF VALUE PROB 
CIIJ-SGUARl 
CONTINUITY ADJ. CHJ・SQIIARE 
CONTINGENCY CDEFF!CJENT 
SAHPLE·SIZE• 106 
2.2>0 o.n, 
1.701 0.192 
o.14り
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両変数の変動の方向に片寄りがないという帰無仮説を棄却できるという意味で。以下，同
様。）ところが， 同じ規準でクラス分けされた企業について見ると，有意水準は
ともかく，労働分配率と従業者数増加率が同方向へ変動している頻度の方が高
い（表1-2)。これら二つの結果の違いは余りにも大きい。
資本金規模によるクラス分けの場合， 経営組織（事業所か，企業か）による違
いは，従業者規模によるクラス分けの場合程大きくない。 （表1-3,4)しか
し，従業者規模によるクラス分けの場合と反対に，企業において，労働分配率
と従業者数増加率は，反対方向へ変動する場合が同方向へ変動する場合よりも
多いだけでなく，その片寄りの程度が，事業所の場合よりも大きい。
このように，従業者規模別の事業所に関する結果を規準にして，他の場合を
見ると，労働分配率と従業者数増加率の逆行関係は，より曖昧になる。この点
に関する限り，差し当り次のように解釈するのは，自然だろう 5)。
まず，クラス分けの規準（従業者数か，資本金か）の途いによる効果について。
労働分配率と対応させている変数が従業者数増加率であるから，資本金による
クラス分けの場合においては，従業者数数規模別クラス間の相殺作用が働き，
労働分配率と従業者数増加率の対応関係はより不鮮明になりえる。
企業において，両変数の関係により不鮮明になることについて。企業は，し
ばしば複数の事業所を含むから，事業所の次元では明白に現れる関係が，企業
の次元では不鮮明になりえる。いわば，企業内事業所間における雇用調整の結
果であると解釈できるだろう。
資本金規模別クラスの企業について，二重否定が肯定をもたらすような結果
が得られたが，この点については事実を確かめるだけにしておこう。これだけ
の材料から，これ以上の推測をしても，あまり意味はないだろうから。
2. 規模による違い
規模による違いを， 次のような二つの方法で見ることにしよう。（表2, 3) 
5)そんなに簡単でないことについては， 5節で触れる。
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表 2
1. 事業所 （従業者規模別） 2. 企 業 （従業者規模別）
、へ、亨1 事業所 企業
闘Iクラス1が（有意確率） 1分割係数1観測値数 が（有意確率） 1分割係数1観測値数
1, 2, 3 0. 000(1. 000) 0 0. 026 37 0. 106(0. 745) X 0.105 38 
従業者 4,5, 6 3. 080(0. 079)0 0. 315 39 0. 085(0. 770) 0 0. 100 38 
7, 8, 9 1. 063(0. 303)0 0. 229 34 0.137(0. 711) X 0.128 33 
3. 事業所 （資本金規模別） 4. 企業 （資本金規模別）
"',~1 事 業 所 企 業
篇靡1クラスiが（有意確率） 分割係数1観測値数 が（有意確率） 1分割係数餓測値数
1,2,3 2. 827(0. 093) X 0. 311 38 0. 920(0. 337) 0 0. 211 36 
資本金 4,5,6 1. 707(0.191)0 0.264 36 4. 208(0. 040) 0 0.382 34 
7,8,9 3. 593(0. 058)0 0.382 30 0. 403(0. 526) X 0.160 36 
x: 従業者数増加率と労働分配率が同方向へ変動する場合の数が，反対方向へ変動する
場合の数よりも多い場合。
〇：他の場合。
表 2の各行は，クラスの欄に表示された 3クラス全部の標本に関する結果であ
る。他方，表3の各行は，表示されたクラスを含むより大規模のクラス全部に
表 3
1. 事業所（従業者規模別）
~ I 銀測値数が（有意確率） 分割係数以 上 以 下 I以上 以下 1以上 I以下
1 2.954(0.086) 0. 000(1. 000)* 0.195 0.000 110 12 
2 3.234(0.072) 0. 000(1. 000) 0.116 0.045 98 25 
3 3.346(0.067) 0. 000(1. 000) 0.237 0.026 85 37 
4 4.934(0.026) 0. 000(1. 000) 0.299 0.001 73 52 
5 5.534(0.019) 0.143(0.705) 0.352 0.077 s I ！ 65 
6 3.736(0.053) 1. 319(0. 251) 0.351 0.156 45 ! 76 
7 1. 063(0. 303) 1. 603(0. 205) 0.280 0.154 34 90 
8 0.808(0.369)* 2.219(0.136) 0.367 0.166 20 101 ， 0.141(0.708)* 2.954(0.086) 0.482 o.179 I ， 110 
*WARNING: 100% OF THE CELLS HA VE EXPECTED COUNITS LESS 
THAN 5. CHI-SQUARE MAY HOT BE A VALID TEST. 
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2. 企業（従業者規模別）ニ が（有意確率）I 以 上 以 下 I以上 l以下 l以上 I以下I分割係数 観測値数
1 0.Q6Q(Q.8Q6)X 0. 000(1. 000)* 0.042 0. 071 109 13 
2 0.129(0. 719)X 0. 000(1. 000) 0.058 0.038 96 25 
3 0.142(0. 706)X 0,106(0, 745)X 0.065 0.105 84 38 
4 0. 000(1. OOO)X 0.022(0.882)X 0.007 0.060 71 51 
5 0. 000(1. OOO)X 0.080(0.778)X 0.025 0.067 58 64 
6 〇.000(1. 000) 0. 000(1. 000) 0.006 0.003 45 76 
7 0.137(Q.711)X 0. 000(1. 000) 0.128 0. 010 33 87 
8 0.552(0.458)* 0. 000(1. 000) 0.252 0.021 22 96 ， 2.169(0.141)* 0.060(0.806)X 0.509 0.042 13 109 
3. 事業所（資本金規模別）
ニ が（有意確率） I 分割係数 観測値数以 上 I 以 下 I以上 I・ 以下 I以上 I以下
1 0.564(0.453) 0.292(0.589)* 0.093 0.277 104 14 
2 1. 522(0. 217) 1. 462(0. 227)X 0.151 0.302 90 26 
3 3.215(0.073) 2.827(0.093)X 0.223 0. 311 78 38 
4 6.083(0.014) 2.170(0.14l)X 0.317 0.243 66 50 
5 7.713(0.005) 0. 184(0. 668) 〇.383 0.088 54 61 
6 4.221(0.040) 0.002(0.964) 0.339 0.033 43 74 
7 3.593(0.058) 0. 000(1. 000) 0.382 0.006 30 83 
8 2.486(0.115)* 0. 132(0. 716) 0.403 0.059 21 94 ， 0.417(0.519)* 0.564(0.453) 〇.378 0.093 10 104 
4. 企業（資本金規模別）＼ が（有意確率）
クラス
1 分割係数 I 観測値数
I以上 I以下 I以上 1以下
1 1. 701 (0. 192) 0.417(0.519)* 0.144 0.378 106 10 
2 0.929(0.335) 1. 046(0. 306)* 0.119 0.289 96 23 
3 0.527(0.468) 0.920(0.337) 0.103 0. 211 83 36 
4 0.462(0.497) 2. 100(0. 147) 0.109 0.250 70 46 
5 0.067(0.796) 3.672(0.055) 0.067 0.273 60 59 
6 0. 000(1. 000) 5.509(0.019) 0.020 0.296 47 70 
7 0.403(0.526)X 6. 411 (0. 011) 0.160 0.297 36 79 
8 1. 782(0. 182) 3.684(0.055) 0.315 0.216 27 93 ， 0.665(0.415)* 1. 701(0. 192) 0.356 0.144 13 106 
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ついての結果（「以上」の欄）と，表示されたクラスを含むより小規模のクラス
全部についての結果（「以下」の欄）である。たとえば，表3においてクラス「3」
の行，「以下」の欄は，クラス 1, 2, 3全部の標本に関する結果である。従
って，表2におけるクラス 1, 2, 3の行の内容と同じである。また，表3に
おいて，クラス 1の行，「以上」の欄は，全クラスの標本に関する結果であり，
従って，表1と同じである。
さて，事業所次元の結果については，いずれの規準によるクラス分けの場合
でも，厳密な意味でではないが，いわば規則性が見出される。（表2-1,2及び表
3-1, 2による）敢えて単純化すれば，労働分配率と従業者数増加率の逆行関係
は，規模が大なる程，安心して主張できると，まとめることができよう。従業
者規模によるクラス分けの場合は，もちろん，資本金規模によるクラス分けの
場合でも，全体についてはともあれ，大規模なクラスでは安心して両変数の逆
行関係を主張できる。
事業所における規則性は，どう解釈すべきであろうか。労働分配率を収益性
の主な決定要因と見倣し，大規模な事業所ほど労働分配率の変動に対応した雇
用調整が激しいと解釈すれば，差し当り逆説的である。というのは，大規模な
事業所ほど，労働分配率の変動にもかかわらず，収益性を確保するための，ょ
り多くの手段，能力を持ち，より長期的判断から雇用調整を行うと想定するの
は妥当であると考えられるから6)。 この， 逆説的事実をもたらす要因として
は，集計に伴う相殺作用が考えられる。いろんな意味で，バラッキは小規模ク
ラスにおいて大きく，これは集計鼠間の関係を曖昧にするだろう。更に上述の
microfounda tion的説明は， もともと大規模組織においてより適合するであ
ろう。にもかかわらず，労働分配率は確かに収益性の決定因の一つであり，小
規模組織ほど，客観的条件の影孵をより強く受け，主体の裁量の余地が少ない
点を考えると，やはり，この事実は，より深く説明さるべきであろう。
他方，企業単位の結果については，事業所単位の場合のような規模に応じた
6)翫塩信雄教授のコメント。
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規則性は見出せない。特に，従業者数によるクラス分けの場合は，そうである
（表2-3,表3-3)。唯，資本金によるクラス分けの場合，中規模クラスにお
いて，従業者数増加率と労働分配率の強い逆行関係があるのが目立つ（表2-
4, 表3-4)。クラス別についての結果の特徴を， クラス分けの基準の違い，
及び経営組織の違いによって見るため，表2全体を眺めてみよう。最も印象的
なことは，
1. 事業所における規模による違いの鮮やかさ，
2. 経営組織による違いの大きさ，
であろう。
3. 時期による違い
時期による違いの有無を見よう。まず，一般的印象を得るため，各クラスの
従業者数増加率の時系列を見よう。（図1)70-1年が印象的である”。これを
図1 従業者数増加率（形，「山」と「谷」）
1. 事業所（従業者規模別）
..'、...',. 71・" , "・. " " " " 
T<AII 
7)資本金規模別の事業所については， 73-5年にも注意しよう。（図1-3)なお， 図
1-4の縦軸の数字（％）は，誤りではない。
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2. 企業（従業者規模別）
-••'.. '.'.'.'・・~ -~ 一，．，
" . 鳴 9● ●● ●9 ●● ●● ,.,.,..,,,.,.,.,,,., ● ●, " .... 
"' 
3. 事業所（資本金規模別）
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手懸りに，時期による違いを，表3と同様の方法で見てみよう（表4'図2)。表4
の読み方は次のとおり。たとえば表4において，年70の行，「以前」の欄は， 70
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4. 企業（資本金規模別）
"'ヽm, 
.,.,,.,.,. .. 
年を含む70年までのすべての標本に関する結果であり，年75の行， 「以後」の'
欄は， 75年を含む75年からのすべての標本に関する結果である。従って，各
行の「以前」の欄と「以後」の欄を比べることによって， ある年を境にした前
半と後半の違いを見ることができる。
時期による違いも大きい。 71年以前と，それ以降の違いは実に鮮やかである。
従業者規模別の事業所はもちろん（表4-1)従業者規模別の企業（表4-2),
資本金規模別の企業（表4-4,図2-2)についても，有意確率の水準はともか
く違いは大きい。資本金規模別の事業所（表4-3)についても，図 1-3によ
る印象にもかかわらず， 71年は注目に値する。（事業所，企業） X(従業者規模
別，資本金規模別）いずれの次元においても， 71年を境に， それ以降，従業
者数増加率と労働分配率の逆行関係は，著しく曖昧になったとまとめることが
できる。曖昧さの程度については，当然のことながら 1節でみた結果と整合的
である。
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表 4
1. 事業所（従業者規模別）
こ が（有意確率） I 分割係数 1 銀測値数以 月‘’IJ I 以 後 I以前 I以後 I以前 I以後
69 0.737(0.391) 2.281(0.131) 0.206 0.185 33 84 
70 0.652(0.419) 1. 509(0. 217) 0.191 0.164 35 77 
71 3.686(0.055) 1. 534(0. 216) 0.322 0.167 43 75 
72 3.443(0.064) 0.142(0.706) 0.299 0.076 47 67 
73 4.798(0.028) 0.179(0.672) 0.318 0.085 54 63 
74 4.219(0.040) 0.001(0.969) 0.286 0.041 60 56 
75 4.323(0.038) 0.002(0.964) 0.278 0.047 65 50 
2. 企業（従業者規模別）
~ が（有意確率） I 分割係数 I観測値数以 月‘I’J I 以 後 I以前 I以後 I以前 1以後
69 Q.596(Q.44Q)*X Q.736(Q.391)X 0. 211 0.115 29 86 
70 Q,Q73(Q.787)X Q.823(Q.364)X 0.106 0.125 34 80 
71 〇.819(0. 366) 0.686(Q.4Q8)X 0.182 0.122 43 75 
72 0. 000(1. 000) 1. 517(0. 218)X 0.020 0.179 49 66 
73 0. 000(1. 000) 0.176(0. 675)X 0.037 0.808 54 60 
74 0. 000(1. 000) 0. 000(0. 988) X 0.004 0.039 60 55 
75 0. 000(1. 000) 0, 117(0. 733)X、 0.008 0.090 64 49 
3. 事業所（資本金規模別）
~ が（有意確率） I 分割係数 I観測値数以 前 I 以 後 I以前 l以後 l以前 l以後
69 0.008(0.927) 0.290(0.590) 0.087 0.083 29 83 
70 0.017(0.898) 0. 182 (0. 670) 0.088 0.076 31 75 
71 1. 148(0. 284) 0.201(0.654) 0.218 0.080 39 73 
72 0.821(0.365) 0. 000(1. 000) 0.175 0.014 46 65 
73 0.970(0.325) 0. 000(1. 000) 0.177 0.035 50 58 
74 2.261(0.133) 0. 000(1. 000) 0.234 0.037 55 54 
75 2. 112(0.146) 0.150(0.698) 0.216 0.055 61 49 
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4. 企業（資本金規模別）
~ が（有意確率）以前 1 以後
69 3. 117 (0. 077) 0.290(0.590) 0.383 0.083 27 83 
70 3.545(0.060) 0.082(0.775) 0.362 0.058 33 79 
71 7.451(0.006) 0.1000(1. 000) 0.425 0.016 42 73 
72 2.335(0.127) 0.063(0.801) 0.249 0.063 50 64 
73 1. 634(0. 201) 0.073(0.787) 0.209 0.072 53 56 
74 1. 203(0. 273) 0. 131 (0. 718) o:m 0.087 61 53 
75 1. 629(0. 202) 0.200(0.677) 0.190 0.112 63 45 
1 分割係数 I 鍋測値数
I以前 I以後 I以前 1以後
図2 従業者数増加率と労働分配率の階差
1. 事業所（従業者規模別）
a. 71年以前
? 」 ?
T1.3.1.6.sj
ー門叶~叫吋→→ベ
? ? ?? ??。
T 
15 20 25 " .
縦軸に，労働分配率（％）の階差，横軸に，
従業者数増加率（％）の階差。
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2. 企業（資本金規模別）
a. 71年以前
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b. 72年以降
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4. クラス間の移動
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ところで，私達が扱っているようなクラス分けされた時系列の場合，最大の
問題は，両端のクラスを除くすべてのクラスにおいて， 従業者数の増加（減少）
が，同クラス内での経営組織の拡大（縮小）の結果として起こるだけでなく，反
対方向の転入（転出）によっても起こることであろう見つまり，あるクラスでの
従業者数の増加は，より大規模なクラスの経営組織の縮小の結果としても起こ
8)クラス分けの基準は次のとおり。□織 1 経営疇単位 事業所企 業;泣~I 事
業
10-19 20- 29 100万円末満
20-29 30- 49 100万円以上 200万円未満
人 30-49 50- 99 円 200万円以上 500万円末満
50-99 100-199 500万円以上 1000万円末満左に同じ（従業者） 100-199 200-299 （資本金） 1000万円以上 5000万円末満
200-299 300-499 5000万円以上 1億円未満
300-499 500-999 1億円以上 10億円未満
500-999 1000-4999 10億円以上 100低円未満
1000以上 5000以上 100{意円以上
所企業
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りえるし，より小規模なクラスの経営組織の拡大の結果として企起こりえる。
あるクラスでの従業者数の減少についても，平行的な議論が成立する。
このように，あるクラスにおける従業者数の増加（減少）といっても， より大
規模なクラスからの転入（への転出）による増加（減少）と， より小規模なクラス
からの転入（への転出）によるそれとでは，その経済的意味は反対である。この
点の実情について， 何程かの観念を得るため，従業者増加率の「山」と「谷」
におけるクラス間のバラッキを見てみよう。つまり，各クラスは同じ時期に従
業者増加率が増減しているかどうか，もし，そうでないなら，経営組織の反対
方向への転入出は激しく， 私達の文脈における従業者数増加率の経済的意味
は，上述の理由により，より希薄になろう。
強い根拠はないが，見易さとクラス分けの規準数値の幅を考えて，大 (7,8, 
9), 中(4,5, 6), 小(1,2, 3), それぞれ 3クラスずつの 3グループ毎に見て
みよう（図 3)。（事業所，企業） X(従業者規模別，資本金規模別）いずれの次元で
図3 従業者増加率（鍬「山」と「谷」）
1. 事業所（従業者規模別）
a. クラス 1,2, 3 
"'., ● ●● ,. 71・" "九 ,. n , ● ,. ●I ●9 
lt'11 
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2. 企業（従業者規模別）
a. クラス 1,2, 3 
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c. クラス 7,8,9
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3. 事業所（資本金規模別）
a. クラス 1,2, 3 
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4. 企業（資本金規模別）
a. クラス 1,2, 3 
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表5 従業者増加率の変動（変動係数一覧）
三‘事業所
認蒻 1. 2'314'5. 617. 8. 911-9 1, 2. 314, 5, 617. 8'911-9 
667. 3 273. 2 1482. 5 579.1 1035. 5 399. 8 744. 6 
者 ( ::,) ( :,::) (:;;:,) (:; そ三,)( :,そ:, w.~, l (:;, l (〗主）
-122. 7 175. 0'270. 7 1192. 7 -6651. 3 364. 7 335. 7 2670. 5 
金(-三;~)(:;f)(:;手）(:; 琴,)(-~;~)(:,り(:;主）（：〗三）
変動係数＝（標準偏差／平均）XlOOは変動の程度を表す指標。（ ）内は， 上から標準偏
差，平均，槻測値数。
企
?
674.9 
従 業
資 本
も，反対方向の転入による増減の問題は， それほど深刻だとは思えない。事業所
次元で，明らかに反対方向のクラス間移動の激しさを示す例があるが多くない
から。経営組織， クラス分けの規準，規模による従業者数増加率の変動の様子
の違いを見よう（表 5)。また．図3より他のアングルから別の一般的印象を得
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ることができる。
まず，規模による違いについて。企業では，小規模クラスにおける従業者増
加率の変動は，大規模クラスより著しく激しいが，これは企業設立と倒産の結
果と理解でき，比較的自然であろう。事業所では，これと反対である。特に，
従業者規模別の場合，図と矛盾するかのようである。しかし，これは，図3-
1の印象にもかかわらず，従業者規模別事業所の小規模クラスにおいて，標準
偏差はより大にもかかわらず(6.545>4.273),平均もより大きい(0.9808>0.2882)
からである。資本金規模別事業所の場合，小規模クラスの標準偏差も小さいが
(4.368<5.036), 平均の絶対値が大きい(3.560>1. 608)ことが， 強く効いている。
従業者規模別事業所，企業の中規模クラスにおいて，変動が最も穏やかなの
は，一見興味深いかも知れないが，クラス分けの規準の幅を考えると，特に説
明を要する事実とは思えない。今は，事実を確認しておくだけにしよう。
つぎに，クラス分けの規準による違いについて。 1節での予想にもかかわら
ず全体としては，従業者規模別クラスよりも，資本金規模別クラスの方が，従
業者数増加率の変動は激しい。これは，従業者規模別クラス，特に小規模クラ
スにおいて，事実上クラス間移動の容易さがクラス内での変動を穏かにするよ
う働き（他クラスヘの転出），資本金規模別クラスでは，反対に作用したからであ
ろう。
いずれにせよ，経済的意味が反対の反対方向のクラス間移動が同じ効果を持
つ問題点を考えると，私達の文脈においても，従業者数とは別の規準によるク
ラス分けも，独自の意義があろう。
最後に，経営組織による違いについて。従業者増加率の変動は，企業におい
てより激しい（特に，資本金規模別クラス）。これは 1節での予想と反対の結果で
ある。事業所次元における変動が，企業次元で相殺されず，むしろ増幅されて
いる。従って，次のことは特記するに値しよう。企業次元では，従業者数増加．．．．．．． 
率の変動は（事業所次元より），より激しいにもかかわらず，労働分配率との対応
は，より曖昧である。
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5. 短期と長期
長期における従業者増加率と労働分配率の対応を見よう。短期における対応
とは反対でありえるから，観察期間による変化の有無を見るのが目的である。
両変数の年次データについて，全期間の傾向を推定し，特に傾きの符号に注
目しよう 9)。 また，従業者数増加率の構造的変化によって前半と後半に分け，
（後半の傾きー前半の傾き）の符号を比較しよう（図4も参照）10)。結果を一覧表
図4 従業者数増加率（実線，左縦軸）と労働分配率（破線，右縦軸）
1. 企業（従業者規模別）
a. クラス 7
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9)時間への最小 2乗回帰直線。
10)これは純粋に様械的処理であって，当然のことながら，すべてのクラスの従業者増加
率が，図4-1のように絵にかいたような構造的変化を示すわけではない。チャウ・
テストのためのF値一覧（付表 1, 論文の末尾に添えた。）を参照。図4から判るよ
うに，労働分配率についても，労働分配率の構造的変化によってではなく，従業者増
加率のそれによって前半と後半に分けた。
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2. 企業（資本金規模別）
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にまとめると，表6のとおりである。図5によって，別のアングルからも観る
ことができる11)。
表6より明らかに，事業所次元での短期における従業者数増加率と労働分配
率の逆行関係は，長期においても変化しない。これと対照的に，企業次元での
変化は大きい。短期における関係とは対照的に，長期においては，両変数は明
白に逆行関係を示すからである。
長期においても，規模，
かに．いずれの経営組織，
り明白な逆行関係を示す。
クラス分け規準による違いは大きい。図5より明ら
クラス分け規準においても，規模が大であれば，・よ
短期における関係と変わらこの点に関する限り，
ない。資本金規模別企業の中規模クラスについては，表6にもかかわらず，特
に図5-4-bに注目しよう。
11)両変数の時間への最小2乗回帰3次曲線。
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表6 従業者増加率と労働分配率の傾向
~クラス~ ,,,-乞~塾スロ'------_, 鱈懇筵 従業者規模別 資本金規模別事業所『I企 業 事業所企 業
GPjLs GPjLs GPjLs GPjLs 
＇ 1 ＋ ＋ ＋ ＋ 
＋ ＋ ＋ 
2 ＋ ＋ ＋ ＋ 
＋ ＋ 
-—• 
＋ 
3 ＋ ＋ ＋ ＋ 
＋- I ~ 一+ 
I ;＋ I ~＋ ＋十一 ＋ 4 一+I ~ 十+ て+ ＋＋ ＋ 5 
—+ I ― 
+—+ ＋ 
6 —+ —+ - ＋ 
十一 +—+ ＋ 
7 —+ —+ - ＋ 
+—'— + 十一 +—+ 
8 —+ —+ - ＋ 
十一 十一 +—+ ＋ ， 
—+ —+ —+ - ＋ 
—+ —+ ＋＋ー ＋ 
各クラスの欄における上の行は，全期間 (1962-83)の傾向の符号。下の行は，（後
半の傾向ー前半の傾向）の符号。前半と後半の境は，最大の F値による。
<P-1 
,q 
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図5 従業者増加率と労働分配率の傾向
1. 事業所（従業者規模別）
a. クラス 1,2,3
"'" 
同じ種類の二本の線が，同じクラスの二変数の傾向を表わす。
"●'" ., 
LS-! . 
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b. クラス 4,5,6
LS-I 
-s ,. " ., .、,. . ., .'● ,.,.,.,.,.,.,.,,,.,. ... , .... 
"' 
C. クラス 7,8,9
•~~• 
↓
? ?
?
lS-l 
" 
↓???
. 25 
. . ● ● ● ●'""""""'ヽ" ,. n ,. "●'.. ●' . 
"'"'・・ 
45 
564 闊西大學 「純清論集」第38巻第 5号 (1989年1月）
2. 企業（従業者規模別）
a. クラス 1.2, 3 
” 
-s " 0, U U OS H 6T oe .. 70 1> T2 1'1''・' ,. 11 Ta 79 00 0> 02 0, 
Tt:AI 
b. クラス 4,5,6
，??，?．?，?．．，??．．，?．??
~
~
~
~
曹．ヽ・
?
72 , ● 7'7'7● ,, つ. ,. " ., ● ... 
T<AII 
” 
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C. クラス 7,8,9
, 
IS 
? ?
?
_, 25 
s, 03 s< OS " 07 "'00 70 7> 7'TO 7'7',. 77 70 70 ,o e> o, o, 
"'" 
3. 事業所（資本金規模別）
a. クラス 1,2,3
LS-1 
60 
55 
-s 
1ー0 " ...... " . ● ● 1 08 ,a'10 7'72 7'14 1'7" 11 7● ,. .. ., 02 .. 
Tt/JI 
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b. クラス 4,5,6
. 
SD 
. 
-0 . 
.......... ., . ,.,,.,.,.,., ヽ"で" ,. " . . . . 
＂ 
c. クラス 7,8,9
↑?
?????
? ? ? ? ?
． ． ． ． ． ． ?
↓ ??
•• 
????
?↓?
” .. .. .. ●● ●● ●l ●● ●● ,.,.,..,.,.,.,.,,,,.,. ........ 
匹
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4. 企業（資本金規模別）
a. クラス 1,2,3
LSI 
" 
●● 
” 
●'.. .. .. .. 07 .. .. ,.,.,.,.,.,.,..,,.,..,. .... ●2 ●● 
T<AII 
. 
b. クラス 4,5,6
? ?
? ?
=- ---= 
.........'.~., .... ,.,.,., ● 7'7'7G 11 7D 19 8D ., 12 •• 
匹
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c. クラス 7,8,9
"' ,o ? ?? ?
~. 
?? ?
． ??
? ? ? ? ? ? ?
-s 
●'.,'ヽ " " ., 四 o, ,o H """"""""匹"' 
6. おわりに
最後に， これまでの結果を単純化して一覧表にすると， 次のとおりである
（表7)。
?
期
長
?
???????? 1~XO() 二二 X I X 
△ x O x O x x I x 
＼：ー：＼、＼、"'-,"'-.: 1+
o: 両変数が明白な逆行関係を示す場合。
x: その他の場合。
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付表 1 F値一覧
1. 事業所（従業者規模別）
YEAR F_GP_t F_GP_, F _GP _3 F _GP _4 f_GP_5 F _GIし6 f _GP_7 F _GI'_B F _Gr_ 9 
62 0. 0000 0.00000 0,00000 0,0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 
63 4 .8026 2 .08626 8.56369 5.5770 2,0766 0. 81¥33 0 . 00~2 0.2649 0.0521 
64 10.3898 2. 32868 9. 90583. 5.6128 2.5695 o. 9380 0.0188 1.15'29 0. 6837 
65 23.9352 9.76848 Ji.02238 5. 7445 3.2804 2.155り 0. 20'.i 1 1. 4515 0.7356 
66 13. 6028 2.39035 2.56153 2,718/1 1. 5018 o. 2805 0.4777 0.5571 0. 79•14 
67 4.9111 2.10921 '2.'26389 2.7159 1. 5069 0. tit,% 0.1332 0.2285 0.4401 
68 2.0786 0.82803 3.23567 2.5156 2.5005 0.6507 0.1555 1. 1302 3.5901 
69 2.48"7 0.5828―( 1.10130 4.0269 3.38?.5 5.518& , . 8804 2.71―"(6 10.0430 
70 1.2025 0.62766 0.79989 6.3267 7 .01"0 12.2615 1. 492'.i 9. 1851 15.6822' 
71 0.3193 1. 731,30 0,81121 6.4738 5.7313 10. 4,¥―tu 3. 1968 5.0725 6. 4 214 
72 1.6796 1.00728 1.62139 1/i.4386 9.1502 13.9821 1. 003 9 6.2261 3. 8653 
73 1.9469 1.41536 -, •13608 7.9310 19.9663 32.933/l 17.7887 16.1929 10.2324 
74 0,7329 3. 96537 1. 95617 7.9998 10,5833 17. 99―(2 '.i.730/i 1 L 1003 9.15l2 
75 1.5<'153 7.19~42 2.14130 8.1268 11.6361 13.3372 4,3139 a. 2127 8.0701 
76 0. 7638 2.95227 2,<'11070 7.2689 8.ti766 13.0353 ,,.~282 8.0183 7. 7219 
77 1.1560 2.02317 2.642'.:i6 8.2749 9.0656 14.2041 4.5607 8.8227 7. 7584 
78 0.5418 1 . 86 8~ 7 2.20271) 5,3931 8.7592 11.3257 5.913.¥ 11.3276 8.4470 
79 0. 4 96 9 1.62819 1.60721 4.6031 5.8508 9.5822 3.16118 7,8204 10.6'.i/16 
80 0.9159 1.57565 2.88262 4.8586 2.618? 4.8214 2. 8303 3.2919 5.5305 
81 0 .0063 1. 7566.¥ 0.36725 0.9424 2.0873 2.491'• 2.0770 0.9433 1.5562 ., 0.006-2 0.1¥6661 0.20981 0'93110 1. 9303 1.7496 1.7851 0.9365 0.5703 
83 0.0000 0.00000 0.00000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 
左の欄から順に，境界の西暦（下2桁），クラス 1,2,3,…9。
2. 企業（従業者規模別）
YEAR F_GP1 F_GP2 F_G「,3 F_GP4 F _GP5 F_GP6 f _GP7 F_GPa F_GP'J 
62 0.00000 0 00000 0 00000 0.0000 0.0000 0. 0000 0. 00000 。1)000り 0.00000 
63 '2.39193 5.36530 2. 768!,1 1.1071 0. り782 •J.OlM .2鼻13482 Q.1)1137 o 001n 
6'• 2.70537 5.57982 3. 2:1235 1.8118 0,27',5 0.19R7 :L 23 748 0.01773 0 0019'1 
65 9.79368 3.10.230 3.681103 1.7707 ?..8041 1). 111 9 J. 8!1l』i'O 0.6'Jl61 0.-itH'J 
66 2.63085 2.33925 2.659.95 1.9759 0 005J D. 15 06 I』.02086 o.:rn12-: 0,611397 
67 1.46508 2.1'+550 2 5 5 3'Jl 1. り.:.69 0か）)1 0 .04 ;・:, ! . !1')了 ―78 i).11387 ,J.8690u 
68 0.65031 4.62663 3.3 り 9~、 6 1.7510 0 0'20•i 0. l'J'l.0 tl. 7299-'1 0.17993 '1.090-1r 
69 0.3791'+ 1.66741 1. 31,)2 2 2.6573 1 ::0137 4.6'21.l 'I.. り6728 6 .(13790 1.0380') 
70 0,25184 L 29800 5.600り？ 12.216'.i ~'J3 0J j'. "/927 1i,'J'!8'J'2 J.28120 6.3、i723 
71 1. 27857 1.30860 2 83fa3'.i 5 15% 1 81り5 'l 993 !1 2 20& rn Q.21844 り.59•121 
72 0.75319 t.01361 3.n:;10 ;・7 341 10.?3,i8 5. 0812 .:.'JU03 2.2'1706 1. 7'223~ 
73 0.96658 3.26673 ~ - 8 —13% 12.5570 10 ―tl 94 17.Ji'lo , . 3!8・＼〇 6'J3S46 0.88913 
74 3.31158 1 . 60 770 3. :.:rnsa 3.0509 1.0Ci1io 6 68-i 9 .'1'., 0 !1 8 :i 4, 94178 2'.!Oり02
75 7.74578 1.30283 2 308'.;,6 l:1.0り'JO 2. 8 I 9'.l ：.．りoo・r !1'.!2051 ., 50'}73 2,2')8'!7 
"/6 2.03778 1.32593 '2.29359 7.5186 2. 8 I I'J 5. ~'.i り 1 .:i. ;n2s・r 1• • oe t76 1 33330 
77 1.46907 1.839!,? 3.24726 8.1000 3.1681 s 91 rt 3 , t,080 3.U,692 1.331.2・＇, I 78 1.42731, 1.0SQj.~ 1.61808 8.3111 2.li3l8 j'.6'J% 、・,.82'.i08 ふ.')6り91 2, 1)()483 
79 l.30384 0.78687 1.13S'Ji' 6. 60~』 6 'l.6.2£6 3.855;' -'• ?. 5ら8l 4. 2り1'lO 2 %?3~ 
80 1.05544 1.'i139~ 1.01630 3.0li32 1.3683 2.2832 1')1)28: 1 '2.504-.6 1 t,78'lo 
81 1. 1076 7 0.27722 0.1+25"/IJ 1. 5471 0 7320 0.8/85 0.3・i855 0.48553 o 1,J:<ito 
82 0.36124 0.21~80 0 :,1021 1.307り 0 615B 0 87::i3 0.33930 0.35822 0. 3750-i 
83 0.00000 0.00000 0.00000 I) 0000 り OUC・O O.(IOf:0 ,) OOi•• うI) ,j. り0000 0 OvQJ,J 
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3. 事業所（資本金規模別）
VEAR F_GP_1 F_GP_2 F_GP_J F_GP_4 F _GP _5 F .GP .G F _GP_ 7 f_GP_8 F_GP_9 
62 0.0000 0.00000 0.00000 0. 00000 0.0000 0.0000 0. 00000 0.0000 0.0000 
63 10.1873 2.94359 4. 23369 1.63071 0.0939 7l』,6363 0,51175 0.6201 0.0523 64 10,86,3 3.09693 4.621+89 2.64166 3.3599 85.83'.i2 0.51302 0 .8221 1 t. 7550 
~5 6.1303 1.98062 2.86603 1.40156 0. 2957 55.63?9 0.67084 3.6094 1.2958 66 4. 2728 2.65091 1.39721 0,36496 0. 7702 29.3827 3.31858 1. 5905 2.2216 67 5.2032 3.0075,1 t. 4 766 r 0,23915 0. 6360 17.3,CH 0.32963 0.2426 0.6i73 
68 5.0851 2.67790 1.56132 0,62719 1. 9937 13,60/iO 0.35392 0.3255 1.5658 6~ 7.0691 4 .4661i7 3.39813 2,27417 7.6674 10.7598 2.76715 2.3043 3.8334 70 6.9025 4.2572!1 3.38271 3.06585 11.8979 10.5738 4.79965 7.2249 10.2894 71 9.1515 J.96685 2.75526 2.00942 6.4385 10.5?36 1.30105 2.2799 7.1347 
72 8.8191 7.031131 6.40314 7.11809 10.6414 9.9776 1. 19 770 2,3721 5.2328 73 9.313ヽi 8.41ti93 7 .62239 9. 21299 21.7441 9.5996 9,76069 10.8770 7.1287 74 10.6970 6.47432 5.09539 3,90894 .12.1557 9.6893 9.41992 8.2047 7.S578 75 7.8752 5.86102 ,,.83217 3.92946 11. 4383 10. i'093 3.54080 3.6959 8.0495 76 7. 257,0 5奮60t1Q1 4.65291 3.89781 10.8926 9.9242 ,,.01212 3.5219 8. 1843 77 10,0449 7.298り5 6.CJ8385 5.46627 12.2733 6 ,6026 3.80753 3. 7241 8.2181 78 5,1431, 3.79749 3.5271¥1 3.57317 10.1068 5 .0422 4,781121 5.8238 7 -4987 79 3.0327 3.08558 3.04051 4.23979 7.7268 2.6053 3.89036 6,4016 7.7558 80 1. 8766 2.42!+01 2.80680 3. 79882 5.4554 1.2186 3.07210 1.7899 6.0656 81 1.9047 1.86031, 0.74971 o. 75212 1. 7486 0.3142 O.S9413 0.3917 3. 581B 
82 1. 9047 1.79568 0.68978 0.48389 1.5007 0.2815 〇.41822 0.2722 1.0545 83 0.0000 0.00000 0.00000 0.00000 0.0000 り.0000 0. 00000 0.0000 0.0000 
4. 企業（資本金規模別）
VEAR f_GPt F _GP2 F _GP3 F_GP4 F _GP5 F _GP6 F _GP? f _GP8 f_GP9 
62 0.00000 0.00000 0:00000 0.00000 0.0000 0.0000 0.00000 0.00000 0.00000 
63 0.00003・ 0.02792 o. 22805 0. 29218 0.1695 56, 3335 3.68499 0.46945 0.89302 
64 0.03039 0.02792 o. 28830 0. 29575 3.0348 61.0706 4,00159 1.94984 5.979'22 
65 0.06320 0.02300 0.30575 0.44256 0.2435 42,4762 3.41406 0.94294 ・0.01930 
66 0.05091 0.03834 0. 53768 1.68401 t.1714 24.5002 2.81409 1.03852 2.51949 
67 0.10208 0.03770 0.70840 1.40717 1.0109 12,6025 1.63750 0. 28067 0.66829 
68 2,11138 1. 72140 1.673411 1.28305 0.9491 11.0188 0.09400 0.36220 2. 15111 
69 2.32080 1. 6084 2 0. 9209!1 0.83543 2.8229 8.9543 0.44469 0.91724 2.33384 
70 6.78395 5.46284 6.02604 9.71282. 18.5301 9.3938 ・2.21192 2.08611 5.60695 
71 0.81548 0.19358 0.58761 1.91143 6.0287 9.3886 0.89246 0.68348 0.91980 
72 0.37061 o. 20113 o. 63770 2.29079 7.0679 8.8149 o・. 26,so t. 20200 1.85187 
73 0.13498 0.10018 0.64017 2.42156 11.1201 8,5486 2. 29356 5 o. 91524 1.42674・ 
74 0.01651 0.06537 0.74581 2,56193 7.5744 8,7985 2.9204 2,64699 2.40986 
75 0.0-0534 0.09733 0.78608 2.53019 7.6217 8,9765 1.33665 1.13659 2.53449 
76 0.08893 o.oり092 o. 41230 1.65666 7 .0197 '9,5319 t. 72037 0,544・79 2.44258 
77 0.00981 0.05092 0.48719 1.95359 7.9250 5.5592 t.38676 0.52296 2.35709 
78 0.00141 0.04080 0.38362 1.55165 7.1005 4.1464 1,88935 0,898~9 2.34079 
79 0.00072 0.02036 0.24739 1.33824 4.9017 2,S597 1.66014 2. 71378 2.34827 
80 0.00121・0,02350 0.20198 0.79487 3.4441 1.015• t. 16037 o, 50189 2. 22912 
81 0#00223 0.02105 0.06913 0.28269 1.4740 0.2344 0.28819 0.21188 1.13104 
82 0.00201 0,01661 o .•06887 0.27683 1,3476 0. 2169 0.28067 0.01431 o. 40720 
. " 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.0000 0.0000 0, 00000 0.00000 0.00000 
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